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 道路整備に伴うストック効果は、所要時間の短縮や渋滞の減少といった道路利用者への直接

的な効果のみならず、民間投資や観光交流、雇用などを増加させ、中長期にわたる国民生活や

経済活動を成長させる間接効果（波及効果）も存在する。これまでは、道路開通直後に定量的

に効果を算出・把握することが可能な直接効果の整理が中心であり、効果把握に時間を必要と

する間接効果（道路整備が経済活動の成長に与えた影響）は十分な検討がされてこなかった。

そこで、今回は管内の道路事業の開通によって生じたストック効果について、間接効果（特に

経済波及効果）を中心に整理した事例を紹介する。 
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1.  はじめに 

 道路も含めた社会資本の効果は多岐に渡るものの、効

果項目が厳密に定義され、定着しているとは言い難い。

効果を分類・定義した既存文献はいくつかあり、内閣府

「日本の社会資本2012（H24.11）」1)によると、社会資

本整備による効果には、図-1に示すフロー効果とストッ

ク効果があるとしている。フロー効果は公共投資により

生産、雇用及び消費等の経済活動が派生的に創出され、

経済全体が拡大する効果、ストック効果は整備された社

会資本が機能することによって継続的に得られる効果

（経済活動における効率性・生産性の向上、国民生活に

おける衛生環境の改善、防災力の向上、快適性やゆとり

の創出）と定義している。 
  
 
 
 
 
 
 
 

図-1  社会資本整備の効果 

 
 道路に着目すると、「道路投資の社会経済評価」2)で

は、道路整備による効果を表-1に示すフロー効果、スト

ック効果、空間創出効果の3つに分類している。フロー

効果は道路建設のための労働力や資材あるいは必要な

財・サービス等を調達・投入していく段階で発生する効

果、ストック効果は道路が完成して供用開始された後に、

旅客交通や貨物輸送に利用されることから発生する効果、

空間創出効果は道路の上部・地下空間の利活用（ライフ

ライン施設収容、桁下の駐車場活用）やオープンスペー

ス活用（火災時の延焼防止、災害時の救急活動など）な

どの道路空間が交通以外の目的に供されて発揮する効果

と定義している。 
表-1  道路整備の効果 

 
 さらにストック効果には直接効果と間接効果（波及効

果）があり、「道路投資の評価に関する指針」3)では、

直接効果を第三者を経ずに即時に発生する効果、間接効

果を直接効果を経由して時間的経過を経て発生する効果

と定義している。このように道路整備は利用者のみなら

ず、社会全般に渡って広範囲でかつ多様な効果をもたら

すと述べており、表-2に示す効果項目があると整理して

いる。これまでに道路の開通効果を検討する際には、表

-2の効果項目のうち、道路開通後間もなく効果が発現し、

さらに効果計測や定量的な評価が容易な直接効果（道路

利用による効果）が中心となっていた。直接効果には渋

滞解消、時間短縮など道路利用者が効果を実感し易いた

め、交通量が多く効果を実感する利用者の多い大都市を

分類 定義 

フロー効果 道路の建設事業に起因して発生する効果 

ストック効果 供用後に道路交通サービスが利用されることによ

って生じる効果 

空間創出効果 道路空間が交通以外の目的に利用されることによ

る効果 

別紙２（論文） 



中心に、有効な効果把握の分析手法として広く用いられ

てきた。 
一方、道路網整備の遅れている地方部では交通量が相

対的に少ないため、渋滞解消や時間短縮効果が大きくな

りにくいものの、道路整備が地域の住民生活や社会経済

に与える影響（＝間接効果）は大きいと指摘されている。

地方部を中心に間接効果（波及効果）を取り込んだスト

ック効果を検討することは重要であるものの、実際には

具体的な方法論が示されたマニュアル等が存在しない、

また効果発現には時間を必要とすることから、これまで

はあまり検討されず、今後の課題となっていた。 
 

表-2  道路整備効果の分類 

分類 効果項目 

直
接
効
果 

道路利

用者 

道路 

利用 

○走行時間短縮・走行費用減少・交通 

事故減少 

○走行快適性の向上 

○歩行の安全性・快適性の向上 

沿道お

よび地

域社会 

環境 ○大気汚染 

○騒音 

○景観 

○生態系 

○エネルギー（地球環境） 

住民 

生活 

○道路の利用 

○災害時の代替路確保 

○生活機会・交流機会の拡大 

○公共サービスの向上 

○人口の安定化 

間
接
効
果 

地域 

経済 

○新規立地に伴う生産増加 

○雇用・所得増大 

○財・サービス価格の低下 

○資産価値の向上 

公共.

部門 

租税 

収入 

○地方税・国税 

 
 しかし、全国的な少子高齢化の進展や自動車保有台数、

交通量の伸び率が頭打ちになってきている昨今の背景を

踏まえると、直接効果のみによる道路整備のストック効

果の説明は限界にきており、今後は整備された道路が機

能することによって、継続的に中長期的に得られる効果

（間接効果）を道路整備のストック効果の中心とすべき

と考える。 
 また、情報技術の発展により、自治体等を初めとする

各公的機関から様々な社会経済指標データ（統計デー

タ）が公表されるようになり、道路整備による間接効果

の把握も容易になりつつある。 
そこで、本論文では、管内で近年開通した道路事業

（地方高規格道路である沖縄西海岸道路の一部を形成す

る豊見城道路）を対象に、地域特性を踏まえた道路整備

によって生み出される様々な効果を整理し、その上で道

路の開通時期と社会経済指標の推移の関係整理などから、

道路整備によるストック効果（主に間接効果）を整理し

た事例を紹介する。 
 

2.  豊見城道路の事業概要 

豊見城道路は、地域高規格道路である沖縄西海岸道路

の一部を形成し、国道331号の渋滞緩和、那覇港・那覇

空港へのアクセス性向上に資するととともに、那覇都市

圏の交通混雑の緩和を目的に計画された2環状7放射道路

として、県南部地域の活性化や物流効率化、さらには観

光交流を支援する道路で豊見城市瀬長から糸満市西崎に

至る延長4.0ｋｍの4車線道路であり、表-3、図-2に示し

てあるとおり、現在までに暫定2車線で開通している。 
 

表-3  豊見城道路の事業概要 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  豊見城道路の位置図 

項目 内容 

事業区間 自)豊見城市瀬長～至)糸満市西崎 

延長 4.0km 
道路規格 第4種第1級 
設計速度 60km/h 
車線数 4車線 

計画交通量 369百台/日(平成42年推計値) 
事業費 約405億円 
事業経緯 平成元年度：事業化 

平成6年度：地域高規格道路の指定 

平成10年度：都市計画決定、用地着手 

平成13年度：工事着手 

平成15年度：暫定供用(L=1.1km) 

平成17年度：暫定供用(L=2.3km) 

平成18年度：暫定供用(L=0.6km)※全線暫定供用 

平成22年度：豊崎交差点立体化 

平成27年度末：完成4車線供用予定 



3.  豊見城道路を対象としたストック効果の把握 

(1)  直接効果 

豊見城道路は、交通量が多く渋滞の激しい国道331号
の渋滞緩和にも資する道路事業であり、渋滞緩和・所要

時間短縮効果が大きいため、事業評価で採用されている

3便益（走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事

故減少便益）も大きく、H25事業再評価時における費用

対効果（B/C）も3.6（事業全体の値）となっているなど、

直接効果の大きい道路事業である。 
 

表-4  豊見城道路の費用便益分析結果 

 
さらに、平成18年度に全線2車線で暫定開通された豊見

城道路の直接効果を調べた結果、図-3に示す効果が確認

され、直接効果においても非常に大きな効果が発現して

いることが確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3  豊見城道路暫定2車線開通による直接効果 

(2)  間接効果（経済波及効果） 

間接効果の検討にあたっては、既存文献「道路投資の

評価に関する指針」3)などを参考に、まず道路整備によ

る地域への経済波及効果の流れを図-4に示す通り作成し

た。道路事業の建設・開通から道路利用者による直接効

果の発生、直接効果を得て発生する波及効果の流れを生

産拡大⇒雇用創出⇒人口増加といった流れで住民・企業

側の視点で整理し、道路整備による効果の最終帰着先を

税収増加としている。このように、税金を通じて整備し

た道路事業は、経済の好循環に大きく寄与し、住民生活

を豊かにさせることができ、その結果として、最終的に

は税金として還元されるはずである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-4  道路整備による波及効果のフロー 
 
図-4の波及効果フローに従い、豊見城道路の全線2車

線暫定開通による経済波及効果を各種統計データを用い

て分析した。沿道に位置する豊見城市では、図-5・6に
示す通り、アウトレットモールをはじめとする商業・観

光施設の新規出店・立地や多数の物流企業が進出するな

ど、産業施設の集積が進んでいる。さらに、近隣に位置

する那覇空港の国際線物流ハブ化や国際物流拠点産業集

積地域の指定とも関連し、図-7に示す通り、那覇空港の

取扱貨物量が増加しているなど、空港との近隣性を活か

した物流拠点化も進んでいる。 
 

 

 

 

 

 

 

図-5  豊見城道路開通前後の沿道の変化

項目 事業全体 残事業 

費用（C） 512億円 44億円 

 事業費 470億円 26億円 

維持管理費 42億円 17億円 

便益（B） 1,867億円 352億円 

 走行時間短縮便益 1,538億円 290億円 

走行経費減少便益 237億円 38億円 

交通事故減少便益 92億円 24億円 

費用便益比（B/C） 3.6 8.1 

開通前 開通後 
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図-6  豊見城道路開通後に進出した産業施設 

 
 
 
 
 
 
 

図-7  那覇空港の取扱貨物量の推移 

産業施設の集積が進んだ結果、公表されている統計デ

ータにおいても、道路整備のストック効果が現れている。

まず、経済産業省の経済センサス調査で収集可能な市町

村単位の事業所数・従業者数に着目すると、図-8に示す

通り豊見城市の事業所数・従業者数が、開通後増加傾向

にある。また、当該地域における雇用創出などの産業振

興や日常生活の利便性も大きく向上した結果、図-9に示

す通り、豊見城市をはじめとする周辺市町村の人口（国

勢調査・住民基本台帳より整理）も、全国や沖縄県全体

の平均を上回る勢いで急増している。その結果として、

図-10に示す通り、豊見城市の地方税収（市町村別決算

状況調）も開通後増加傾向となっている。波及効果の最

終帰着先である税金まで反映されていることから、道路

整備によるストック効果が広範囲でかつ多岐に渡ってい

ることが伺える。 
さらに、都市データパック（東洋経済新報社）が公表

している全国の市町村別の都市成長ランキングによると、

豊見城市の都市成長力ランキングは、表-5に示す通り、

平成22年、平成24年、平成25年の3期連続で全国１位に

ランクインするなど、道路整備が都市成長や地域経済の

発展に大きく寄与していることが伺える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8  豊見城市の事業所数・従業者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9  周辺市町村の人口伸び率の推移 

 
 
 
 
 
 
  
 

図-10  豊見城市の税収（地方税）の推移 
 

表-5  豊見城市の都市成長力ランキング順位 

 
 
 
 
 
 
 

4.  まとめ 

今回の検討事例を通じて、道路整備のストック効果は、

渋滞解消や時間短縮といった道路利用者による直接効果

に留まらず、地域住民の豊かな生活の形成や産業振興、

地域経済発展・都市成長など地域に波及する中長期的な

間接効果にも非常に大きな効果が発生することを示すこ

とができた。 
今後の課題としては、整備推進中の事業について波及

効果（経済効果）を如何に見出し、効果検討を進めてい

くかが重要である。また、想定されるストック効果につ

いて、特に統計データが存在しない項目に関して、道路

の開通前から如何にしてデータを取得していくかが重要

であると考える。 
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◎ 豊見城市役所 商業施設
観光施設
物流企業

■商業施設
No 名称 開業年
1 沖縄アウトレットモールあしびなー 2002
2 メイクマン豊見城店 2004
3 マックスバリュ豊見城店 2004
4 空の駅 瀬長島物産センター 2006
5 豊崎ライフスタイルセンターTOMITON 2007
6 イオンタウン武富ショッピングセンター 2010

■観光施設
No 名称 開業年
1 豊見城市歴史民俗資料展示室 2002
2 道の駅豊崎 2008
3 豊崎美らSUNビーチ 2010
4 旧海軍司令部壕・海軍壕公園 2010
5 くぅーすの杜 忠孝蔵（忠孝酒造） 2011
6 瀬長島温泉ホテル 2013

■物流企業
No 名称 開業年
1 沖縄西濃運輸（株） 2002
2 （株）沖縄物流 2006
3 大雄運送 2006
4 （株）よしもと 2008

5
ＯＡＳ航空貨物センター
沖縄日通エアカーゴサービス（株）

2009

6 ＪＡおきなわマンゴー・トマト選果場 2010
7 東江運送 2010
8 友陸運送 2010
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